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序　　　　　文

スリ・ランカ民主社会主義共和国政府は、1996年 10月にコロンボ大学との研究協力案件「地域

社会における大学普及システムの確立、農村開発に必要な地域資源の活用と管理」として、我が国

政府に要請してきました。

この要請を受けて、1998年 3月に国際協力事業団は現地に実施協議調査団を派遣し、コロンボ

大学などスリ・ランカ側関係者との間で鋭意協議を重ねました。その結果、「参加型農村開発方法

の確立」を目的とした研究協力プロジェクトを実施することで合意に達し、討議議事録（R/D）に署

名を了し、同年７月から３か年の予定で協力が開始されました。

今般、本プロジェクトの協力期間終了を 2001年 6月に控え、これまでの活動状況を把握し、プ

ロジェクト計画達成度などについて評価分析を行うため、終了時評価調査団を現地に派遣しまし

た。

本報告書は、調査団がコロンボ大学を中心にスリ・ランカ側関係者と合同で評価調査を行った

結果を取りまとめたものです。この報告書が、スリ・ランカにおける参加型農村開発の進展の一

助となるとともに、類似の協力活動の参考になれば幸いに存じます。

最後に、本調査の実施に際しご協力とご支援を賜わった関係者の皆様に、深甚なる感謝の意を

表します。

2001年 3月

国際協力事業団

理事 泉　堅二郎
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第 1章　終了時評価調査団の派遣

1－1　調査の目的

（1）協力期間終了を 2001年 6月に控え、協力活動の進捗状況や実績を把握することにより、プ

ロジェクト計画の妥当性や目標達成度などについて終了時評価を行う。

（2）当初目標の達成度を判定したうえで、今後の協力についてスリ・ランカ民主社会主義共和

国（以下、「スリ・ランカ」と記す）側関係者と協議し、ミニッツ等で確認する。

（3）評価調査を通じ、類似案件の協力実施に参考となる有用な教訓や提言を導き出す。

1－2　調査団の構成

団長・総括 金子　節志 国際協力事業団アジア第二部長

地域開発 河村　能夫 龍谷大学副学長

評価管理 小林　秀弥 国際協力事業団アジア第二部　南西アジア・大洋州課

評価分析 山本　郁夫 アイ・シー・ネット（株）

1－3　調査の基本方針

本件終了時評価にあたっては、次のような基本方針に沿って評価分析を行うこととした。

（1）まず、本プロジェクトの活動実績を詳細に把握するとともに、2000年 5月の計画打合せ調

査時に取りまとめられたPDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）に基づき、評価 5項

目（目標達成度、効率性、効果、妥当性、自立発展性）に沿って評価分析を行うこととする。

（2）評価分析の具体的手順としては、表1－ 1に示されている点に配慮しながら、関係者からの

聞き取り調査を中心に取り進めることとする。

（3）本件調査については、スリ・ランカ側との合同評価と位置づけ、できるだけ公平な視点に

立って、調査団とコロンボ大学カウンターパートとの共同作業により評価分析を行うととも

に、Joint Evaluation Reportを取りまとめることとする。
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表 1－ 1　評価項目と情報入手先

1. 目標達
成度

2. 効率性

3. 効果

4. 妥当性

5. 自立発
展性

X

X X X X X

X X X X X

X X X X X

X X X X X X
X X X X

X X X
X X X X

X X X X X
X X X X X

X X X X X
X X X X X

X X X X X X

X X X X X X
X X X X X

X X X X X X
X X X X X X

X X X

X X X

X X X

X X X X X

X X
X X X X X

X X X
X X X X
X X X X

X X

X X X
X X

・論文、ワーキングペーパーの内容は、相互に関連性があり体系化さ
れ、参加型開発の実行に必要十分であるか。また、効果的参加型開発
に活用されることが期待できるか。

・提示された大学の普及サービス体制は、効果的に機能することが期待
できるか。

・論文、ワーキングペーパーの内容は、農村の人的資源開発、物的資源
開発、外部資源とのリンク手法すべてをカバーしており、参加型開発
手法の改善に資するものであるか。

・提示された大学の住民への関与方法、大学と地域資源の関係、大学の
体制は、大学の普及サービス体制の改善に資するものであるか。

・研修、セミナーの内容は適切で効果は期待できるか。
・住民の各プロジェクトへの参加状況、プロジェクトの結果などは整理
され、成功の要因、不成功の要因などの分析がなされワーキングペー
パーにまとめられているか。

・調査結果は整理分析されているか。
・大学の普及サービス体制に係る提言がなされているか。なければ提言
がなされる見通し。

・日本側及びスリ・ランカ側の投入時期は計画どおりであったか。
・投入時期は適切であったか。

・日本側及びスリ・ランカ側の投入量・質は計画どおりであったか。
・成果を得るための投入量・質は妥当であったか。

・成果に影響を与えるような他機関・他国又は日本からのほかの形式の
援助があったか。どのような影響を与えたか。

・プロジェクトの支援を受けた村・住人に何か変化が起きたか。
・プロジェクトにかかわった組織（大学、州政府）に何か変化が起きた
か。

・プロジェクトの技術は普及しつつあるか。
・政策・制度、技術、環境、社会・文化、経済などの面で、予期しない
影響があったか。

・参加型開発手法による農村開発は、現在でもスリ・ランカの開発政策
に合致しており、住民ニーズに応えるものであるか。

・設定された目標は、上位目標と整合性があり、現在でもスリ・ランカ
及びコロンボ大学のニーズと合致しているか。

・立案時に立てられた計画の上位目標、プロジェクト目標、成果、活動、
投入の相互関連性は妥当であったか。

・プロジェクト実施体制（日本側、スリ・ランカ側）は、十分なもので
あったか。

・国内支援体制は、十分であったか。
・外部条件の変化はあったか。

・地域開発に対する政策に変化はないか。
・スリ・ランカ側だけで事業を運営管理する体制は整っているか。
・技術移転されたスタッフは、援助終了後も定着して、地域開発に携わ
るか。

・スリ・ランカ側だけの予算で事業を継続できるか。

・改善された手法は実際的で、活用され発展する見込みがあるか。
・大学に普及サービスを運営維持できる人材が確保されているか。

1-1 プロジェクト目標
（プロジェクト目
標達成の度合い）

1-2 成果（成果がプロ
ジェクト目標につ
ながった度合い）

1-3 活動（活動が成果
につながった度合
い）

2-1 投入のタイミング
の妥当性

2-2 投入の質・量と成
果の関係の妥当性

2-3 他の協力形態との
リンケージ

3-1 プロジェクト目標
レベルの効果（直
接的効果）

3-2 上位目標レベルで
の効果（間接的効
果）

4-1 上位目標の妥当性

4-2 プロジェクト目標
の妥当性

4-3 計画設定の妥当性

4-4. 妥当性を欠いた要
因

5-1. 制度的側面

5-2. 財政的側面

5-3. 技術的側面

評価項目 具体的調査留意点
資
　
料

住
　
民

フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー

州
関
係
者

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

専
門
家
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日順 月日 曜日 日　　　程

団長、地域開発、評価監理 評価分析（コンサルタント）

1 1月 7日 日 　 　 （10：30）成田発

　 　 　 　 （0：30）コロンボ着

2 1月 8日 月 （午前） JICAスリ・ランカ事務所との

打合せ

　 　 （午後） Study Teamとの協議

3 1月 9日 火 　 　 　 サイト視察（対象村落No5､6）

4 1月 10日 水 　 　 　 サイト視察（対象村落No1､2）

5 1月 11日 木 （午前） サイト視察（対象村落No3､4）

　 　 　 　 （午後） 北西部州へのヒアリング

6 1月 12日 金 （午前） Joint Facilitators Meetingに参加

　 　 　 　 （午後） Study Team及びファシリテーター

との協議

7 1月 13日 土 　 　 　 データ整理・分析

8 1月 14日 日 （10：30）日本発　団長、小林団員 　 データ整理・分析

日本発　河村団員

9 1月 15日 月 （0：30）コロンボ着

　 　 （午前） JICAスリ・ランカ事務所との打合せ

（コンサルタント調査結果報告、柿崎、田村専門家の報告、

日本側対処方針の確認）

　 　 （午後） スリ・ランカ日本大使館大塚大使表敬

　 　 コロンボ大学副学長表敬、Study Teamとの協議

　 　 大蔵省対外援助局（ERD）日本課長表敬

10 1月 16日 火 （終日） Project Study Teamとの協議

（夜） スリ・ランカ日本大使館高橋公使主催夕食懇談会

11 1月 17日 水 （午前） サイト視察（対象村落No6）

　 　 （午後） サイト視察（対象村落No2）

12 1月 18日 木 （午前） ファシリテーターからのヒアリング

　 　 （午後） 北西部州政府、同開発局からのヒアリング

　 　 （夕方） コロンボへ移動

13 1月 19日 金 （終日） Study Teamとの協議

14 1月 20日 土 （終日） 団内打合せ、評価調査結果取りまとめ

ミニッツ案作成

15 1月 21日 日 （終日） ミニッツ案作成

16 1月 22日 月 （午前） Study Teamとの協議（ミニッツ協議）

　 　 （午後） 合同調整委員会（ミニッツ署名）

　 　 （夜） レセプション　

17 1月 23日 火 （10：55）コロンボ発（EK076）河村団員帰国

（午後） 日本大使館及び JICAスリ・ランカ事務所に評価調査結果を報告

18 1月 24日 水 （0：15）コロンボ発（TG308）山本団員帰国

19 1月 25日 木 （1：50）コロンボ発（TG308）団長、小林団員帰国

1－4　調査日程
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1－5　主要面談者

大蔵省対外援助調整局 （日本課長） Mr. J. H. J. Jayamaha

コロンボ大学 （副学長代行） Prof. Tilak Hettiarachchy

Dr. Lakshman Dissanayake

Dr. Ramanie Jayatilaka

Dr. Sirimal Abeyratne

Mr. Bandula Wanniarachchi

Ms. Chandani Liyanage

北西部州開発局 （局長） Mr. Sulinda B. Rekawa

Mr. N. J. H. Gamage

在スリ・ランカ日本大使館 （大使） 大塚　清一郎

（公使） 高橋　周平

（書記官） 青山　健治

JICAスリ・ランカ事務所 （所長） 海保　誠治

（所員） 尾上　能久
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第 2章　プロジェクト実施の概要

2－1　プロジェクト要請の背景

スリ・ランカでは 1948年の独立以来、分権化政策のもとで様々な農村開発事業が実施されてき

た。それらのなかで中心的な事業となっている総合農村開発事業（Integrated Rural Development

Project：以下 IRDP）は、1979年に世界銀行の資金援助によってクルネーガラ県で開始された。1996

年の時点では16の IRDPが州又は県単位で実施されている。これまで実施された IRDPは、インフ

ラ整備という点においては一定の貢献をしたが、雇用創出、食糧増産、貧困の解消などにおいて

は、ほとんど成果をあげられなかった。その原因として、これまでの農村開発事業が、トップダ

ウン型の事業であり、対象住民が主体的に参加するような取り組みがなかったことが指摘されて

いる。現在実施されている IRDPでは、ほとんどの事業で住民参加型のアプローチがとられている

が、事業の計画、実施において地域住民が積極的かつ主体的に参加する方法は、いまだに確立さ

れていない。

他方、コロンボ大学は、これまで地域開発行政に携わる行政官の育成と委託調査・研究を通じ

て農村開発事業に貢献してきた。さらに、同大学は地域社会と直接結びつき、大学の知的資源を

地域の農村開発事業に生かす方策を検討してきた。そしてスリ・ランカ政府は 1996年 10月、コロ

ンボ大学を実施機関とした研究協力案件「地域社会における大学普及システムの確立、農村開発に

必要な地域資源の活用と管理（要請時の案件名）」を日本政府に要請した。これを受けた協議の結

果、1998 年 3 月に JICA は事前調査を派遣し、コロンボ大学との間で討議議事録（Record of

Discussion：以下R/D）を締結し、同年 7月より「参加型農村開発方法の確立（The Joint Study Project

on Strengthening Capacity for Participatory Rural Development Through Mobilization of Local Resources）」

として本研究協力（以下：プロジェクト）は開始された。

2－2　協力実施の経緯

2－ 2－ 1　個別専門家の派遣

（1）派遣期間

1996年 1月 27日～ 1998年 1月 26日

（2）専門家氏名

柿崎　芳明　　龍谷大学社会科学研究所　研究員

（3）活動内容

スリ・ランカにおける既存の総合農村開発事業を比較検討し、北西部州クルネーガラ県

で社会経済調査を実施した。また参加型農村開発方法の基本的な枠組みと必要な支援シス

テムを検討するとともに、コロンボ大学に対し研究協力案件の要請書作成についてのアド
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バイスを行った。

2－ 2－ 2　事前調査団の派遣

（1）調査日程

1998年 3月 7日～ 20日

（2）調査団構成

総括：中村　尚司　　龍谷大学経済学部教授

　　　柿崎　芳明　　龍谷大学社会科学研究所　研究員

（3）調査目的

スリ・ランカ政府から正式要請のあった研究協力「地域社会における大学普及システムの

確立」に関し、先方要請内容・実施体制の詳細を調査し、プロジェクトの目的・方法・協力

の全体計画につき双方の合意を得た。協議結果をR/Dに取りまとめ、署名を行った。

（4）当初基本計画

R/Dで合意された当初のプロジェクトの基本計画は以下のとおりである。

1） プロジェクト目標

住民の主体的な参加による農村開発方法が確立する。

2） 成果目標項目

・住民組織の村落開発事業における計画立案、管理運営能力が向上する。

・行政官の開発計画立案、管理運営能力が向上する。

・コロンボ大学の普及事業体制が整備される。

・大学関係者の調査・研究能力が向上する。

3） 活動項目

・総合農村開発事業を計画立案・実施する。

・農村開発事業の運営管理方法に関する助言を行う。

・コロンボ大学の普及事業計画を策定する。

・プロジェクト活動を詳録する。

4） 日本人専門家

・農村開発の管理運営

・社会開発

・その他地域開発、農村社会、人口・統計、大学普及事業分野の短期専門家
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2 － 2－ 3　中間評価（短期専門家の派遣）

（1）派遣期間

2000年 3月 26日～ 4月 8日

（2）専門家氏名

大濱　裕　　日本福祉大学社会福祉学部　助教授

（3）活動内容

ファシリテーターの役割及びコロンボ大学の社会普及活動を中心に、プロジェクトのあ

り方（内容・体制）を評価対象とした中間評価を実施し、改善すべき事項について提言を

行った。

2－ 2－ 4　巡回指導調査の派遣

（1）調査日程

2000年 3月 27日～ 4月 5日

（2）調査団構成

団長：金子　節志 国際協力事業団アジア第二部長

　　　R. PIYADASA 佐賀大学教授

　　　須佐見　淳夫 国際協力事業団アジア第二部　南西アジア・大洋州課

（3）調査目的

プロジェクトの中間評価のために派遣された大濱専門家と連携をとりながら、コロンボ

大学及び北西部州政府と協議し、プロジェクトの懸案事項・課題を整理し、対応策を検討

した。本巡回指導調査団は帰国後、計画打合せ調査団を速やかに派遣し、プロジェクトの

基本的な見直しが必要であるとの提言を行った。

2－ 2－ 5　計画打合せ調査団の派遣

（1）調査日程

2000年 5月 26日～ 6月 2日

（2）調査団構成

団長：河村　能夫 龍谷大学副学長

　　　W. D. LAKSHMAN 龍谷大学特任教授

　　　小林　秀弥 国際協力事業団アジア第二部　南西アジア・大洋州課

（3）調査目的

中間評価及び巡回指導調査で指摘されたプロジェクトの実施上の問題点や懸案事項を整

理し、カウンターパート機関であるコロンボ大学及び協力機関である北西部州政府と、具
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体的な対策を講じるための協議を実施した。協議の結果、プロジェクトの基本計画を改訂

し、ミニッツにまとめた。調査期間中にプロジェクトの対象 6か村を 2種類の調査方法（詳

細調査、簡易調査）と 2種類のローカルニーズ（人的資源開発、物的資源開発）に従って分

類するとともに、残り協力期間内のスケジュールとカウンターパートの役割を明示化した。

（4）見直し後の基本計画

2000年 5月に実施した計画打合せ調査の際に見直したプロジェクトの基本計画は、以下

のとおりである。

1） プロジェクト目標

大学による参加型農村開発方法が改善される。

2） 成果目標項目

・改善された参加型開発手法が提示される。

・適正で持続可能な大学の地域社会普及サービスシステムが提示される。

3） 活動項目

・地域開発に関するサイクルマネージメント的研究を実施する。

・対象村を大学の関与度合いに応じて、以下の 2つのグループに分けて調査研究する。

Aタイプ：詳細調査

大学側は研究者として村に入り、人的資源開発、物的資源開発、外部資源とのリン

クについて詳しく調査する。

Bタイプ：簡易調査

大学側はコンサルタントとして村に入り、人的資源開発、物的資源開発、外部資源

とのリンクについて簡易な調査する。

4） 日本人専門家

当初の基本計画のとおり。

2－3　協力活動実績

終了時調査時点におけるプロジェクトの協力活動実績は、表 2－ 2の評価 PDMにまとめたとお

り。

2－4　協力実施過程における問題点

（1）本プロジェクトは、コロンボ大学がその知的財産を活用し、村落に常駐するファシリテー

ターを介して直接的に地域社会の開発にコミットしていくという点において、新たな試みで

あり、既存の農村開発事業とは異なるコンセプトに基づいて形成されたプロジェクトであっ

た。
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また、カウンターパートの活動経費の一部やモデル村落での事業実施のための資金は 2KR

見返り資金を充当することが決定しており、プロジェクトの運営に必要なヒト（コロンボ大

学、ファシリテーター、JICA専門家、北西部州政府）・モノ（大学の知的財産、日本人専門家

参加型開発におけるノウハウ等）・カネ（現地業務費、2KR見返り資金）は揃っており、上記

プロジェクトのコンセプトに沿って本研究協力は運営される予定であった。

しかしながら、本プロジェクトの協力実施過程においては、以下のとおり様々な問題が発

生し、必ずしも順調な進捗状況ではなかった。

1）「ヒト」に係る問題点

本プロジェクトにおけるファシリテーターは、日本人専門家及びカウンターパート

（コロンボ大学）で構成された Project Study Teamと村落との橋渡し役や、村落における

「ソーシャル・プレパレーション（意識化・組織化）」の側面支援といった、重要な役割を

担うことが想定されていた。

しかしながら、本プロジェクトが開始されてから約 1年後の 1999年 5月にプロジェク

ト開始当初に雇用した 6名のファシリテーターがすべて国家公務員に採用されたため、

急遽、新たなファシリテーターを雇用する必要が生じた。同年 7月までに新たなファシ

リテーターの雇用は完了し、必要な研修も再度実施したが、プロジェクト運営上の大き

な問題となった。

2）「カネ」に係る問題点

本プロジェクトのカウンターパートの活動経費の一部やモデル村落での事業実施のた

めの資金としてはスリ・ランカ政府が 2KR見返り資金（16万 7,000ルピー：約2,950万円）

を支出し、プロジェクトに充当することが予定されていたが、事務手続きの遅延等によ

り実際に村落開発事業に支出されたのは、モデル村落の選定後 9か月が経過した 2000年

3月であり、プロジェクト開始から数えると約 1年 9か月が経っていた。

3）「プロジェクトコンセプト」に係る問題点

本研究協力のプロジェクト運営上の最も大きな問題点は、プロジェクトの初期段階に

おいてその概念枠組み（Conceptual Framework）が明確化されていなかったことである。

プロジェクトの概念枠組みが、本研究協力の諸主体（コロンボ大学、ファシリテー

ター、JICA専門家、北西部州政府）間で共有されていなかったため、具体的な活動を行っ

ていく際に様々な問題点を引き起こし、コロンボ大学と北西部州政府、コロンボ大学と

JICA専門家との間で軋轢が生じることもあった。
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4）「意思決定構造」に係る問題点

本研究協力はプロジェクト運営に係る重要事項の意思決定権を現場レベルに委譲せず、

長期専門家が必要に応じて国内支援委員会に付議する形式をとっていた。しかしながら、

このような意思決定構造（Decision Making Structure）に基づいて、適時適切な意思決定を

下すことは困難であった。

5）「コミュニケーション不足」に係る問題点

上記1）～ 4）に述べたとおり、本研究協力は様々な問題を抱えていたが、プロジェクト

の諸主体間や国内支援委員会との間のコミュニケーション不足から、問題が複雑化した

り解決に時間を要したりすることとなった。

（2）協力実施過程に発生した上記の問題点は、2000年 5月に実施した計画打合せ調査団により、

プロジェクトの概念枠組みを整理し、プロジェクト基本計画を見直すことによって解消され

た。「ヒト」、「カネ」にかかる問題点もその時点でほぼ解消されており、2000年 5月以降、本

研究協力の活動は軌道に乗り始めた。

すなわち、プロジェクト運営に必要な資金が確保されるとともに、「村落」「ファシリテー

ター」「北西部州政府」「コロンボ大学」等の諸主体（Stakeholder）がプロジェクトの概念枠組み

（Conceptual Framework）を共有することにより、諸主体間の関係が適切に構築され、明確な意

思決定構造（Decision Making Structure）とスケジュール（Time Schedule）に基づいて、プロジェ

クトが順調に運営されるようになった。
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表 2－ 2　活動実績表
プロジェクトの要約 指　　標 実　　績 外部条件

a. 政府が開発政策
を変更しない
b. 大学が普及サー
ビスを継続する
c. 地域経済構造が
大きく変化しな
い
d. 他の関係機関の
協力が得られる

（現時点では不明）

1. これまでの活動は8つのワーキングペーパーにまとめられて
おり、協力期間終了までに、さらに4つのワーキングペーパー
が準備され、最終的に4つの研究論文にまとめられる見込み
である。これまでの活動実態を勘案するならば、研究論文が
十分に実効性のあるものとなることが期待できる。

2. コロンボ大学だけでなく関係各機関により、大学が地域社会
と結びついて普及サービスをすることの重要性が認識されて
おり、これまでの活動実態から、プロジェクトは、大学の農
村普及サービスのモデルとして十分に機能していると判断さ
れ、そのあり方を提示したといえる。

1-1「人的資源の開発、物的資源の活用、外部資源とのリンキン
グ」という3つの視点で農村開発手法の改善にアプローチ
するという、新しい試みがなされており、研究結果が期待
される。

1-2 対象村落でのプロジェクトによる開発事業は、村落内だけ
でなく多方面からの参加を得ている。また、こうした開発
事業により、様々な効果が生まれている。特に住民の団結、
積極性、主体性といった面で良い変化が生まれている。こ
のことは、プロジェクトの農村開発アプローチの有効性を
示すものと考えられる。

1-3 対象村落の変化は、与えられた環境によってそれぞれ異
なっており、この変化と環境を分析することにより、開発
手法改善に資することができると思われる。

1-4 ファシリテーターの開発現場での役割の重要性が活動を通
じて再認識された。彼らは、セミナーや研修を受けながら、
現場での経験を積んできており、彼らの経験から学んだ事
項を体系化することは、開発手法改善に大きく寄与すると
思われる。

1-5 これまでの活動は8つのワーキングペーパーにまとめられ
ており、協力期間終了までに、さらに4つのワーキングペー
パーが準備され、最終的に4つの研究論文にまとめられる
見込みである。上記のような活動実態を勘案するならば、
研究論文が十分に実効性のあるものとなることが期待でき
る。

2-1 大学内で地域開発への学際的な取り組みが認識され、地域
医療学科や法学部による地域保険や法律知識のキャンペー
ンがプロジェクトを通じて行われるようになった。このこ
とは、プロジェクトが地域開発の学際的取り組みのモデル
としてとらえられ始めたことを示している。

2-2 プロジェクトの経験は、大学教育の現場へ様々な形で
フィードバックされている。開発に携わった教官たちは、
講義のなかに経験を織り交ぜており、調査に加わった学生
たちは、教室で学んだことを実際に活用することにより、
より深く学習することとなった。

2-3 カウンターパートは、プロジェクトを通じて農村開発事業
の運営能力を向上させており、研修などによる研究能力の
向上も見られる。

2-4 活動を通じて、コロンボ大学と州政府要人の間で良好な関
係が築かれた。

2-5 コロンボ大学内に開発学研究所（Institute of Development
Studies）の設立が進められており、プロジェクトはその活
動モデルとして位置づけられている。

地域の社会経済指標

1. 参加型農村開発方法
に関する論文、報告
書の質と量

2. 大学の普及サービス
体制の機能度

1-1 研究論文の数・内
容と実効性

1-2 ワーキングペー
パーの数・内容と
活用状況

2-1 研修、セミナーな
どの実施状況

2-2 住民の各プロジェ
クト活動への参加
状況

2-3 提言の内容と実効
性

2-4 大学の普及サービ
スの体制と活動状
況

＜上位目標＞
農村の社会経済状態が
改善される

＜プロジェクト目標＞
大学による参加型農村
開発手法が改善される

＜成果＞
1. 改善された参加型開
発手法が提示される

1-1 農村の人的資源開
発手法が開発、改
良される

1-2 農村の物的資源開
発手法が開発、改
良される

1-3 農村と外部資源と
のリンクキング手
法が開発、改良さ
れる

2. 適正で持続可能な大
学の地域社会普及
サービスシステムが
提示される

2-1 参加型開発におけ
る大学の住民への
適切な関与方法が
提示される

2-2 参加型開発におけ
る大学と地域資源
（ 地 方 政 府 、
ＮＧＯ）の適切な
関係が提示される

2-3 参加型開発におけ
る大学の適切な体
制が提示される
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＜活動＞
1-1 地域開発に関するサイクルマネー
ジメント的研究をする

1-1-1 ジョイントファシリテーター
会議で地域の問題を拾い出す

1-1-2 計画立案、調査分析といった
プロセスを踏んだ研究を行う

1-1-3 分析結果に基づく仮説を導き
出す

1-1-4 仮説に基づいた介入を行う
1-1-5 介入結果をモニタリング・評

価する
1-2 対象村を大学の関与度合いによっ
て以下の2つのグループに分けて
研究する

1-2-1 細かく調査研究する村、大学
側は研究者として村に入り、
人的資源開発、物的資源開発、
外部資源とのリンクについて
詳しく研究する

1-2-2 簡易調査をする村、大学側は
コンサルタントとして村に入
り、人的資源開発、物的資源
開発、外部資源とのリンクに
ついて簡易な研究をする

2-1-1 対象 6か村を選び、ファシリ
テーターを雇用する

2-1-2 ファシリテーターに研修と研
修旅行を行うとともに、住民
にも各種の研修を行う

2-1-3 対象地域の社会経済調査を行
う

2-1-4 住民の地域開発能力を強化す
る活動を行う

2-1-5 地域開発計画を実施する

2-2-1 地域開発に携わっている地方
公務員へセミナー、ワーク
ショップを開催する

2-2-2 地域開発に携わっている地方
公務員との会議を行う

2-3-1 大学の研究チームへ研修をす
る

2-3-2 大学の運営管理者 / 研究者へ
セミナーを開催する

2-3-3 プロジェクトの過程での阻害
要因を洗出し、解決策を提示
する

2-3-4 大学のプロジェクト活動への
かかわり方を文書化する

2-3-5 大学の普及サービスについて
の提言を行う

＜投入計画＞
日本側
1. 専門家の派遣：
長期専門家：1～2名
短期専門家：必要に応じ派遣

2. 研修員の受入れ：
必要に応じ受入れ

3. 機材供与：
a. データ整理用機材（パソコン
等）
b. 国内研修普及機器（視聴覚機
材）
c. データ分析用機材（コピー機、
ファックス、参考書、発電機）
d. 普及活動用車両
e. その他

4. ローカルコスト負担：
　必要に応じ、専門家現地業務費
として負担

スリ・ランカ側
（コロンボ大学）
1. 土地の提供
2. 建物・施設の提供
3. カウンターパート及び関連職員
の配置
プロジェクトコーディネー
ター
農村社会、零細企業経営、農村
開発、ほか
研究助手、調査員、補助員

4. ローカルコストの支出：

（北西部州）
1. 活動実施に必要な支援

＜投入実績＞
日本側
1. 専門家の派遣：
長期専門家：
2名（農村開発管理、社会開発）

短期専門家：
延べ8名（地域経済2名、農村
社会2名、地域開発、人口・統
計、社会開発、開発管理）

2. 研修員の受入れ：8名
3. 機材供与：1,360万円
車両2台、パソコン7台、バイ
ク7台、印刷機、視聴覚機器等

4. ローカルコスト負担：
　510万ルピー

スリ・ランカ側
（大学）
1. 土地の提供
2. 建物・施設の提供
3. カウンターパート及び関連職員
の配置
カウンターパート
6名（人口統計学、社会学3
名、経済学、地理学）

ファシリテーター
12名（常時9名）

補助員
2～3名（運転手、ケアテー
カー）

4. ローカルコストの支出：1,600万
ルピー（2KR見返り資金）

（北西部州）
1. 活動実施に必要な支援

（農民レベル）
1. 開発事業に必要なコストの一部
2. 開発事業への労働提供
3. 開発事業に必要な資材の一部

a. 訓練あるいは経
験を積んだファ
シリテーターが
転職しない
b. 政情・治安が悪
化しない
c. 地域住民にプロ
ジェクトが受け
入れられる

＜前提条件＞
a. 北西部州がプロ
ジェクトに協力
する
b. 予算が計画どお
り執行される
c. 大学研究者の能
力・意欲がある

プロジェクトの要約 指　　標 実　　績 外部条件
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第 3章　評価結果（要約）

3－1　総括

本研究協力プロジェクトは、協力実施過程において、様々な制約要因や予期せぬ困難な問題に

直面したにもかかわらず、協力期間内に一定の成果を収め、当初予定どおりの協力終了が可能で

あることが確認された。本評価調査を通じて明らかにされた主要な点は、次のとおりである。

（1）本研究協力の各種成果物や対象村落で発現している効果から判断し、プロジェクト成果の

一つである「改善された参加型農村開発方法の提示」については、協力期間内に達成される見

込みである。

（2）本研究協力は、「大学の農村普及サービスシステム」のモデル事業として位置づけられてお

り、協力期間内に、「適正で持続可能な大学の農村普及システムの提示」というもう一つのプ

ロジェクト成果も確保される見込みである。

（3）対象村落における研究活動は、村落の人々による参加型村落開発に対する意識を飛躍的に

向上させた。

（4）プロジェクトの立ち上がり段階において、本研究協力における概念的基本枠組みとPDMが

明確にされていなかったため、プロジェクト目標について共通理解を得られていなかったこ

とが、効率的な事業実施を進めていくうえで阻害要因となった。

（5）プロジェクトの立ち上がり段階において、確固たる意思決定構造と円滑な運営体制が構築

されなかったため、効率的な事業実施に多大の支障が生じた。

（6）開発行政分野の短期専門家により実施された中間評価と 2000年 5月に実施された計画打合

せ調査が、本研究協力の効率的、効果的実施の確保と協力期間内でのプロジェクト目標達成

を可能とさせる大きな要因となった。

3－2　提言

本評価調査の結果、極めて重要と思われる点について、提言として以下のとおり Joint Evaluation

Report（付属資料を参照）に盛り込むこととした。

（1）本研究協力の成果の有効活用

本研究協力の成果物である数多くの調査報告書、研究報告書及び研究論文等は、農村開発

事業の効果的実施に資するべく、広範囲に有効活用するための具体的方策を検討することが

望まれる。
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（2）プロジェクトの自立発展性の確保

本研究協力結果により得られた有用な農村開発方法をさらに深化させるために、協力期間

終了後についても、自立発展性を確保し研究活動を継続することが重要である。これを実現

するために、次のような措置をとることが望まれる｡

・2KR見返り資金の活用による研究活動の継続

・本研究協力の概念的基本枠組みの見直しと再構築

・意思決定構造の見直しと再構築

・事業実施体制の見直しと再構築

（3）大学の社会普及システムの構築

本研究協力を通じて検証された参加型農村開発方法を効果的なものとするためには、大学

が社会普及事業と有機的な連携をしていくことが不可欠であるところ、コロンボ大学内に社

会普及システムを構築することが望まれる。

（4）終了時セミナーの開催

本研究協力の終了時に開催予定のセミナーは、本研究協力によって得られた成果及び知見

等を確認し、広く関係者に伝えていくうえで重要であるところ、大学が深く関与した参加型

農村開発の戦略的な枠組みを提示するべく、時宜を得て実施することが望ましい。

（5）事後評価の実施

研究対象の村落では、本研究協力活動の結果様々な変化が生じているところ、長期的観点

から本研究協力の効果、効率性や自立発展性を確認するために、協力期間終了一年後に、コ

ロンボ大学と JICAが共同して事後評価を実施することが望ましい。

（6）追加的支援

本研究協力によって得られた成果をより一層効果的なものとするために、短期専門家派遣

や研修員受入れ等、必要に応じ追加的な支援を実施することが望ましい。

3－3　教訓

今回の評価調査を通じて得られた教訓は次のとおりであり、今後類似のプロジェクトを実施す

る際に参考にすることが望まれる。
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（1）プロジェクト概念的基本枠組みの共有化

プロジェクトの円滑な推進に資する重要事項、特にPDMの策定を通じた具体的な枠組みの

明確化が図られないまま、案件形成が進められたため、プロジェクトの効果的効率的な実施

に多大の支障が生じた。目に見える対象物（ハード）を介在させた協力や既存の適正技術の移

転といった協力とは異なり、研究対象の状況変化に応じて適切かつタイムリーな対応が求め

られる本件のようなソフト支援型の協力案件の場合には、特に日本側及び相手側の双方関係

者間で、できるだけ早い段階において、プロジェクトの概念的基本枠組み（Conc e p t u a l

Framework）の共有化を図ることが不可欠である。

（2）確固たる意思決定構造の構築

本件協力においては、長期専門家の委託事項（Terms of Reference：TOR）のなかに、「プロ

ジェクト運営等、重要事項の決定に関する業務」が含まれていなかったため、日本にいるプロ

ジェクトリーダーにその都度指示を仰ぐ体制をとらざるを得なかった。現地における脆弱な

意思決定構造が、コロンボ大学カウンターパートと長期専門家との信頼関係構築に悪影響を

及ぼす結果を招き、プロジェクト実施のうえで生じる様々な問題に臨機応変に対処すること

ができず、特に立ち上がり段階の効果的なプロジェクト運営にとって大きな阻害要因となっ

た。2000年 5月に派遣された計画打合せ調査団とコロンボ大学Study Teamとの協議を通じて、

各カウンターパート及び専門家の役割及びプロジェクト目標が明確化されたことにより、円

滑なプロジェクト運営に資する明確な意思決定構造と効率的な運営体制構築の兆しが見える

ようになり、プロジェクトの運営は徐々に軌道に乗り始めた。

これらの経験を通じ、プロジェクト協力開始段階から、現地関係者間における意思決定構

造を明確にすることの重要性が認識された。

（3）専門家 TORの明確化

長期専門家のTORは基本的な事項を明確にし、カウンターパートへも周知させておく必要

がある。本件協力の場合、専門家の役割、権限、責任が不明確であるうえに、カウンターパー

トへの説明がなされていなかったため、相互に誤解が生じ、円滑なプロジェクト運営を阻害

した。

短期専門家は、現地プロジェクトチームだけでは実施が不可能で、プロジェクト目標達成

に必要な課題について協力するために派遣されるべきものであるが、本件協力で派遣された

短期専門家の業務のなかには、プロジェクトへの貢献が疑問視されるものもあった。これは、

専門家 TORが不明確であるとともに、現地ニーズを反映していなかったことに起因してい

る。
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（4）国内支援委員会の役割の明確化

国内支援委員会には、運営・活動方針への助言、現地専門家への技術的支援、専門家のリ

クルート支援、機材調達の技術的支援及び研修員受入れ支援といった機能が期待されている。

しかしながら、その役割及び責任が必ずしも明確ではなく、計画的・戦略的な運営支援が行

われてきたとはいいがたい。長期専門家が 1人（当初段階）といった現地体制が不十分な本プ

ロジェクトのようなケースにおいては特に、国内支援委員会の役割を明確にし、機能強化を

図ることが重要である。

（5）状況変化に対応した当初計画の見直し

本格実施段階においては、プロジェクト進捗状況と目標達成度状況を定期的に確認し、サ

ステナビリティの確保を念頭に置きながら、状況変化に対応して適時適切に当初計画の見直

しを行っていくことが肝要である。

（6）研究協力枠組みの明確化

マスタープランの内容は研究的要素が少なく、研究協力というより、ミニプロジェクトに

近いものであった。このため、当初段階から関係者間の基本的認識にも幾分かの差が生じて

いたが、関与する人が変わることによって、さらに認識ギャップが拡大し、プロジェクトの

円滑な運営に支障を来した。こうした事態を回避するために、JICA研究協力の枠組みを明確

にし認識の統一化を図っておくべきである。

なお、文部省の「研究事業」と JICAの「研究協力事業」の相違点について、下記のとおり、調

査団案を取りまとめたので、参考までに本報告書に盛り込むこととした。

（注）文部省の「研究事業」と JICAによる「研究協力事業」の相違点

文　部　省 JICA

事業資金形態 研究補助金事業（科学技術研究費） 交付金事業

研究目的 日本側研究機関の研究深化に資する 相手国の社会経済開発に資する

研究主体 日本の研究機関 相手国の研究機関

要請 日本の研究機関から文部省へ 相手国政府から日本政府へ

研究形態 日本の研究機関の単独研究によるもの又は、 日本国側と相手国側の共同研究

日本側主導による相手国側研究機関との共同研究

研究テーマ 日本側研究機関のニーズに基づくもの 相手国側研究機関のニーズに基づくもの

研究成果の帰属 日本側研究機関 日本側及び相手国研究機関

コスト負担 全額日本側負担 日本、相手国双方の負担

評価 研究成果を文部省に提出 協力結果について評価を実施
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第 4章　プロジェクト評価調査結果（各論）

4－1　評価分析作業の経緯

（1）本案件の評価調査にあたっては、上記1－ 3の調査の基本方針に基づき、コロンボ大学研究

協力チームと合同して、幅広い視点から検討を加え、できるだけ客観的な評価結果を導き出

すことを心がけた。このため、本調査団とコロンボ大学との合同会議の冒頭、評価調査の基

本方針、目的、評価方法などについて鋭意説明を行い、合同評価の意義について共通理解を

得ることに努めた。

（2）評価調査の視点としては、評価 5項目（目的達成度、効果、効率性、妥当性、自立発展性）

を中心に、案件形成段階、プロジェクト立ち上がり段階及び本格実施段階において生じた問

題点などを検証するとともに、2000年 5月に策定されたプロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（PDM）に従い、客観的な評価分析を行うことに努めた。

（3）評価調査の手順としては、次の要領に沿って取り進めたところ、評価 5項目に基づく評価

分析結果としては、下述の 4－ 2から 4－ 6に示すとおりである。

・プロジェクトに関係する様々な報告書の内容分析

・大学関係者はじめ北西部州政府及び同開発局関係者、さらにファシリテーター及び村落

の人々へのインタビュー

・コロンボ大学研究協力チームとの討議及び評価分析

（4）本案件については、評価調査の範囲が広く、検討項目も数多く掲げられていたため、限ら

れた調査期間内に公平な立場で双方納得のいく合同評価作業を行い、客観的な評価結果を取

りまとめるには困難を伴った。特に、調査方針を相手側に提示したのが、本調査団派遣直前

であり、準備期間が短かったこともあり、評価分析のための基本ペーパーとなる研究協力

チームによる「プロジェクト進捗状況及び目的達成度に関する報告書」の作成が遅れ、現状把

握と問題点の確認に相当の労力を要した。

4－2　目標達成度

PDMのプロジェクト要約に従って整理した活動実施状況とその活動が成果へつながった度合い

は、資料 3「活動状況整理表」に示すとおりであるが、PDMのなかで目標に掲げた具体的成果項目

の達成状況については、次のとおりである。
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●成果目標項目 1：改善された参加型開発方法を提示

プロジェクト実施の過程において、様々な障害や予期せぬ困難な問題に直面してきたが、

双方関係者の多大なる努力で、これらの問題を克服してきた結果、「成果目標項目 1」につい

ては、次に示す諸点から、協力期間終了時までにはおおむね達成されるものと評価される。

1）「人的資源の開発、物的資源の活用、外部資源とのリンキング」という 3つの視点で農

村開発手法の改善にアプローチするという、新しい試みがなされており、研究結果が

期待される。

2） 対象村落でのプロジェクトによる開発事業は、村落内だけでなく多方面からの参加を

得ている。また、資料11.に示すように、こうした開発事業により、様々な効果が生ま

れている。特筆すべきは、住民の間に団結、積極性、主体性が現れてきていることで

ある。このことは、プロジェクトの農村開発アプローチの有効性を示すものと考えら

れる。

3） 対象村の変化は、与えられた環境によってそれぞれ異なっており、この変化と環境を

分析することにより、開発手法改善に役立てられると思われる。

4） ファシリテーターの開発現場での役割の重要性が、活動を通じて再認識された。彼ら

は、セミナーや研修を受けながら、現場での経験を積んできており、彼らの経験から

学んだ事項を体系化することは、開発手法改善に大きく寄与すると思われる。

5） これまでの活動は 8つのワーキングペーパーにまとめられており、協力期間終了まで

に、さらに 4つのワーキングペーパーが準備され、最終的に4つの研究論文にまとめら

れる見込みである。既にできているワーキングペーパーの内容（資料12.）と上記 1）～

4）の事項を勘案すれば、研究論文が十分に実効性のあるものと期待できる。

●成果目標項目 2：適正で持続可能な大学の地域社会普及サービスシステムを提示

当初、プロジェクトの構想・概念枠組み、関係機関の構造的連携、機能的役割分担があい

まいであったため、体系的な取り組みがなされず、大学の研究協力プロジェクトでありなが

ら、北西部州との協力プロジェクトであるかのように推移した。このことは、大学の地域社

会普及サービスシステムのあり方を検討する機会を減ずることになった。しかし、2000年 5

月の計画打合せ調査以降は、体系的な取り組みがなされるようになり、以下のような諸点か

ら「成果目標項目 2」についてもおおむね達成されるものと評価される。

1） 活動を通じて、コロンボ大学と州政府要人の間で良好な関係が築かれた。

2） 大学内で地域開発への学際的な取り組みが認識され、地域医療学科や法学部による地

域保険や法律知識のキャンペーンが、プロジェクトを通じて行われるようになった。

このことは、プロジェクトが地域開発の学際的取り組みのモデルとしてとらえられ始
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めたことを示している。

3） プロジェクトの経験は、大学教育の現場へ様々な形でフィードバックされている。開

発に携わった教官たちは、講義のなかに経験を織り交ぜており、調査に加わった学生

たちは、教室で学んだことを実際に活用することにより、より深く学習することと

なった。

4） カウンターパートは、プロジェクトを通じて農村開発事業の運営能力を向上させてお

り、研修などによる研究能力の向上も見られる。

5） コロンボ大学内に開発学研究所（Institute of Development Studies）の設立が進められてお

り、プロジェクトはその活動モデルとして位置づけられている。

6） 以上から、プロジェクトは、大学の地域社会普及サービスのモデルとして十分に機能

していると判断され、そのあり方を提示したといえる。

上記 2つの成果が「プロジェクト目標」の達成にどの程度結びつくかについて、表1－ 1「評価項

目」にある具体的調査留意点に照らし合わせて検討するならば、協力期間内に完成するであろう論

文、ワーキングペーパーの内容は、参加型開発の実行に必要十分とまではいえないが、効果的参

加型開発に活用されることが期待でき、また、提示された大学の地域社会普及サービス体制は、効

果的に機能することが期待できる。これらのことから、協力期間内に、「プロジェクト目標」は、ほ

ぼ達成される見込みであると判断される。

4－3　効率性

本項目については、主に日本側及びスリ・ランカ側の投入のタイミングや成果につながる投入

の内容は適正であったかという視点から評価分析を行った。
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（1）投入のタイミングの妥当性

（日本側）

・専門家、調査団の派遣

長期専門家、短期専門家ともに計画どおり派遣され、この意味で投入時期に問題はな

かった。中間評価のために投入された短期専門家と計画打合せ調査がもう少し早ければ、

プロジェクト実施体制と活動の立て直しが早められ、より効率的であった。

・機材の供与

本邦調達と現地調達が行われ、投入時期に問題はなかった。

・研修員の受入れ

計画どおりの受け入れがなされたが、同時期に 3名のカウンターパートを受け入れたた

め、活動に支障を来した。

（スリ・ランカ側）

・土地、施設、機材の措置

R/Dで合意された内容に基づき適切な措置が行われた。

・カウンターパートの配置

計画どおりの配置がなされた。

・ローカルコスト負担

2KRの見返り資金の活用が予定されていたが、スリ・ランカ側内の手続きに手間取り、

2000年 1月になって資金活用が可能になった。このため、対象村落での開発事業の実施が

かなりの遅れをみた。また、この資金の流れは、スリ・ランカ政府から大学に交付され、さ

らに北西部州開発局を通して支出されることになったため、手続きが複雑になり実際の執

行に相当の時間がかかり、さらに開発事業の実施を遅らせることになった。

（2）投入と成果の関係（投入の量・質と成果の妥当性）

（日本側）

・専門家の派遣

長期専門家2名の投入は適正と思われるが、各専門家のTORが不明確であり、カウンター

パートに対しても専門家の役割が明確に伝えられていないため、誤解を招き、効率的な業

務遂行に障害となった。

何名かの短期専門家は、プロジェクトの概念枠組み、運営方法、研究内容の決定に極め

て重要な役割を果たしたが、そのほかの短期専門家の業務内容とその成果は、プロジェク

ト目標への貢献が見られないケースが多い。これは、短期専門家の要請時に、プロジェク
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トにとっての必要性が十分に検討されず、TORが明確にされていなかったためである。

立ち上がり時期の短期専門家には、プロジェクトの概念枠組み、運営方法、研究計画の

策定といった事項を整理することが期待されたが、その機能が十分に果たされなかったた

めに、その後の活動の効率を下げることとなった。

・調査団の派遣

調査団ついては、事前調査、巡回指導調査、計画打合せ調査が行われたが、派遣時期、調

査団構成及び調査内容ともに適正であった。

・国内支援委員会

国内支援委員会には、運営・活動方針への助言、現地専門家への技術的支援、専門家の

リクルート支援、機材調達の技術面の支援、研修員受入れの支援といった機能が期待され

ているが、その役割、責任範囲が必ずしも明確ではなく、委員間の共通理解も不十分な状

況で推移したと思われる。これは、国内委員会の運営を委託する段階において、委員会の

機能及び果たすべき役割を明確化すべきであったところ、発注者と受託者の間の摺り合わ

せが十分でなかったことに起因していると思われる。

・機材の供与

車両、事務機器など、適正な規模の供与がなされた。

・研修員の受入れ

研修内容はおおむね適切であった。

・ローカルコスト負担

専門家現地業務費があてられ、2KRの見返り資金の活用が遅れるなかで、業務の遂行に

不可欠であった。

（スリ・ランカ側）

・土地、施設、機材の措置

R/Dで合意された内容に基づき適切な規模の措置が行われた。

・カウンターパートの配置

人口統計学、社会学、経済学、地理学、といった様々な分野から、6名のカウンターパー

トが配置され、このなかから、プロジェクトダイレクターとフィールドマネージャーが選

ばれており、適切な配置であった。

・ローカルコスト負担

2KRの見返り資金の活用は適切な処置であり、その額も適当であった。
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（その他）

両国による投入全体を考えれば、その規模は適切であった。

4－4　効果

本プロジェクトの実施により、先に確認された成果及びプロジェクト目標の達成状況に加え、

以下のような直接的・間接的効果が見られた。

（1）直接的効果（「プロジェクト目標」レベル）

（プラスの効果）

1） 研究と教育という大学の機能に加えて、地域社会普及サービスを行うことの意義が、

大学関係者の間で認識された。

2） 学際的な取り組みの重要性が大学関係者の間で認識された。

3） 学生が、調査活動に加わることにより、実践的な知識を身につけることができた。

4） カウンターパートが、現場経験から学んだことを講義に活かすことにより、講義内容

を充実させることができた。

5） 他の大学が、このプロジェクトをモデルとして、地域社会普及サービスに取り組む姿

勢を示すようになった。

6） 北西部州が、プロジェクトの農村開発手法の有効性を認め、参加型水管理システムの

推進に資金交付することを約束した。

7） 対象村落において、大学に対する認識が変わり、大学の地域社会普及の重要性が認め

られた。

8） 対象村落において、村人の団結、積極性、主体性が増した。

9） 対象村落において、通常の農業生産や福祉だけでなく、新たな収入源となる資源の利

用を模索する姿勢が出てきた。

10） 対象村落において、女性や若者の間でリーダーシップ意識が生まれ、女性や若者が主

体となって推進される活動が増加した。

11） ファシリテーターは本プロジェクトの経験を通して、参加型開発のノウハウを身につ

けることができた。地方政府関係者からも開発のプロとして通用するとの評価を得て

おり、ファシリテーターの雇用機会の拡大につながった。

（マイナスの効果）

1） 当初段階において、実施体制の不整備に起因する関係者間の不十分なコミュニケー

ションが相互不信を招いた。
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（2）間接的効果（「上位目標」レベル）

（プラスの効果）

1） 大学による地域社会普及サービスについて、その重要性の認識が増したことが、コロ

ンボ大学の開発学研究所の設立を促進する要因となった。

2） 様々な研修や実践訓練の機会を通じて、ファシリテーターとしての有用な人材が育成

され、農村開発に資する人づくりに貢献した。

4－5　妥当性

本項目については、案件形成段階に策定された上位目標、プロジェクト目標及び計画設定は、そ

れぞれ妥当なものであったのかという視点から評価分析を行った。

（1）上位目標の妥当性

1948年独立以来、スリ・ランカは地域間格差のない社会経済開発をめざし、様々な地域開

発プログラムが推進されてきた。しかし、地方の貧困は依然として解消されておらず、多く

の住民が最低限度の生活あるいはそれ以下の生活から抜け出せない状態にある。このような

状況下、プロジェクトの上位目標は、現在でも住民ニーズに合致しているとともに、スリ・ラ

ンカ政府の参加型開発を重視する政策にも変更はないところ、本プロジェクトの位置づけに

ついては妥当性を有していると判断される。

（2）プロジェクト目標の妥当性

従来のトップダウン型開発の失敗により、農村開発における住民参加の重要性は、より強

く認識されてきた。しかし、過去 20年間実施されてきた総合農村開発計画の経験から、これ

までの参加型開発は、スリ・ランカの社会構造や政治的背景あるいは開発過程に適していな

いとの見方がなされており、「参加型農村開発方法の改善」が必要であったため、プロジェク

ト目標は妥当なものであった。

一方、コロンボ大学は、参加型開発に関する知的資源を有しており、これまでの参加型開

発手法の欠点を指摘し、改善する能力がある。さらに、大学として、農村社会と直接結びつ

いた実践的研究の必要性を認識し、その具体化が検討されているところ、実施機関の組織

ニーズにも合致した妥当なプロジェクト目標であったと判断される。

（3）上位目標、プロジェクト目標、成果及び投入の相互関連性に対する計画設定の妥当性

マスタープランでは、北西部州で農村開発パイロット事業を実施することによる人材育成、

並びに北西部州での大学による普及のシステム化を成果としており、プロジェクト目標であ
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る「参加型開発方法の改善」に直接つながらない内容になっていた。

また、上位目標は「北西部州の農村の社会経済状況が改善される」となっており、北西部州

を特定する内容であるにもかかわらず、プロジェクト目標では北西部州を特定していないた

め、なぜ、北西部州だけ改善されるのかという疑問を抱かせる内容となっていた。マスター

プランで計画された活動内容、成果、上位目標を考え合わせると、プロジェクト目標は「北西

部州における参加型農村開発の能力の向上」とすべきであったと思われる。この場合、研究協

力の意味合いが薄れ、実施機関としては北西部州がふさわしく、コロンボ大学は支援機関と

して位置づけられるべきであったと考えられる。英文のプロジェクト名では“Strengthening

Capacity for Participatory Rural Development”となっており、「参加型農村開発手法の確立」とい

うより「参加型農村開発の能力強化」の方が、よりふさわしい日本訳といえる。

中間評価後に作成されたPDMでは、こうした上位目標、プロジェクト目標及び成果の相互

関連性の欠陥が是正されており、研究成果としての改善された参加型開発手法と大学普及シ

ステムの提示が明示され、より研究協力にふさわしい内容になっている。

（4）妥当性を欠いた要因

案件形成段階において、プロジェクトの概念的基本枠組み（Conceptual Framework）が不明確

であったこと、PDMの策定を通じた論理的で具体的な枠組みの明確化が図られていなかった

こと、日本側・相手側双方の関係者間で、研究協力プロジェクトに対する共通認識が欠如し

ていたこと、さらに、こうした事柄の整理がつかない状態でプロジェクトが開始されたこと

により、プロジェクト実施期の前半ではプロジェクトの効果的効率的な実施に多大の支障を

来した。

本件協力においては、関係する組織（JICA本部、JICA現地事務所、プロジェクトチーム、国

内支援委員会）間の役割分担、権限、責任が不明確な状態でプロジェクト運営が進められた。

また、プロジェクトリーダーが日本にいて国内支援委員会委員長を兼務するという変則的な

実施体制がとられた。

一方で、専門家の委託事項（Terms of Reference）のなかに、「プロジェクト運営等、重要事

項の決定に関する業務」が含まれていなかったため、日本にいるプロジェクトリーダーにその

都度指示を仰ぐ体制をとらざるを得なかった。

こうしたことが、現地における脆弱な意思決定構造を生み、コロンボ大学カウンターパー

トと長期専門家との信頼関係構築を困難にする結果を招いた。このため、プロジェクト実施

のうえで生じる様々な問題に臨機応変に対処することができず、特に立ち上がり段階におい

て、円滑なるプロジェクト運営を阻害する要因となった。

2000年 5月に派遣された計画打合せ調査団とプロジェクトチームとの協議を通じて、各カ
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ウンターパートと専門家の役割及びプロジェクト目標が明確化されたことにより、確固たる

意思決定構造と運営体制を構築できる兆しが見えるようになり、プロジェクトの運営は徐々

に軌道に乗り始めた。

4－6　自立発展性

本項目については、制度的、財政的、技術的側面から、プロジェクトの自立発展性は確保され

ているかという視点から評価分析を行った。本件については、プロジェクトを継続できる条件が

整ってきており、スリ・ランカ側の多大なる努力が評価される。

（1）制度的側面

1） 各種会議の機能と関係者の役割分担を明確にすることにより、円滑なコミュニケ－ショ

ンが可能となり、よりよい意思決定構造が構築されるようになった。

2） コロンボ大学において、大学が地域社会と直接結びつき、教官が従来の研究・教育に加

えて普及活動にかかわることが、研究と教育の発展にとっても重要であると認識されるよ

うになった。

3） 学際的な取り組みが広がってきている。

4） アドバイサリーコミッティやステアリングコミッティを通じて、政府の関連機関と連携

を強化するとともに、民間とも協力関係を築いてきている。

5） コロンボ大学内に開発学研究所の設立が計画されており、活動の継続が可能である。

（2）財政的側面

2KRの見返り資金の活用が可能であり、継続的活用について関係機関に働きかけ、理解を

求めている。

（3）技術的側面

1） カウンターパートは、プロジェクトで実施した農村開発の実践的研究（Action-oriented

Research）を通じて、研究能力の向上が図られてきている。

2） プロジェクト活動を通じて、ファシリテーターの人材育成が行われ、参加型開発におけ

るファシリテーターの重要性が認識されるようになったが、その研修、教育のために尽力

したカウンターパートの技術、知識は豊富であり、果たした役割も大きい。

3） プロジェクト活動を通じて、カウンターパートのプロジェクト運営管理能力及びオー

ナーシップ意識が飛躍的に向上してきており、主体的運営が可能となっている。
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第 5章　今後の展望

本評価調査の過程において、スリ・ランカ側関係者との協議のなかで、コロンボ大学における

普及活動の機能強化をめざした第 2フェーズへの強い協力要請があった。

これに対し、当方からはサステナビリティの確保を念頭に置きながら、自助努力によりこれま

での活動を継続して行うことの重要性と当面プロジェクト活動の推移を見守っていくことの必要

性を強調しつつ、第 2フェーズへの協力については、協力期間の自動延長と同じ意味になるため、

現段階では困難である旨説明した。

今後の展望としては、提言項目に含まれている事後評価の実施やスリ・ランカ側関係者との意

見交換などを通じて、引き続きプロジェクト活動の推移を見守っていくとともに、長期的観点か

ら事業効果、効率性及び自立発展性を確認し、本プロジェクトへの協力の必要性や妥当性を適宜

検討することにより、継続的にフォローしていくことが肝要と考えられる。



付　属　資　料

1. Joint Evaluation Report

2. 終了時評価調査表

3. 活動状況整理表

4. 実施の効率性整理表

5. 終了時評価 PDM

6. 討議議事録（R/D）

7. 計画打合せ調査ミニッツ

8. Progress of the UC-JICA Joint Study Project (in Breief)

9. プロジェクト対象村落の基本情報

10. ワーキングペーパー要約




































































	表 紙
	序 文
	プロジェクト位置図
	目 次
	第1章 終了時評価調査団の派遣
	1－1 調査の目的
	1－2 調査団の構成
	1－3 調査の基本方針
	1－4 調査日程
	1－5 主要面談者

	第2章 プロジェクト実施の概要
	2－1 プロジェクト要請の背景
	2－2 協力実施の経緯
	2－2－1 個別専門家の派遣
	2－2－2 事前調査団の派遣
	2－2－3 中間評価（短期専門家の派遣）
	2－2－4 巡回指導調査の派遣
	2－2－5 計画打合せ調査団の派遣

	2－3 協力活動実績
	2－4 協力実施過程における問題点

	第3章 評価結果（要約）
	3－1 総 括
	3－2 提 言
	3－3 教 訓

	第4章 プロジェクト評価調査結果（各論）
	4－1 評価分析作業の経緯
	4－2 目標達成度
	4－3 効率性
	4－4 効 果
	4－5 妥当性
	4－6 自立発展性

	第5章 今後の展望
	付属資料
	付属資料1.Joint Evaluation Report
	Annex1
	Annex2-1
	Annex2-2
	Annex3

	付属資料2.終了時評価調査表
	Ⅰ.プロジェクトの経緯概要
	Ⅱ.計画達成度





